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１１１１    ポイントポイントポイントポイント    
    
○ 平成 24 年度における普通会計決算 

・ 歳入･歳出は、ともに平成 22 年度以来 2 年ぶりの増。 
・ 経常収支比率は、平成 23 年度に引き続き悪化。依然として財政構造は硬直

化しており、弾力性に乏しい状況。 
 

○ 「地方公共団体財政健全化法」に基づく健全化判断比率 
早期健全化基準・財政再生基準以上となる市町村はない。 

 
○ 「地方公共団体財政健全化法」に基づく地方公営企業の資金不足比率 

経営健全化基準以上の事業はない。 
 

 
２２２２    平成平成平成平成 24242424 年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算のののの状況状況状況状況                     

（単位：百万円、％） 

区  分 歳入総額 増減率 歳出総額 増減率 
経常収支 

比率 

(100%以上

の市町村) 

政令市政令市政令市政令市をををを除除除除くくくく    

市町村市町村市町村市町村    

1,1,1,1,069069069069,,,,889889889889    

    ((((1,01,01,01,039393939,,,,888888888888))))    

2222.9.9.9.9    

((((△△△△1.91.91.91.9))))    

1,0281,0281,0281,028,,,,150150150150    

((((998998998998,,,,586586586586))))    

3.03.03.03.0    

((((△△△△2.32.32.32.3))))    

89898989....7777    

((((88888888....9999))))    

1111    

((((0000))))    

政令市 
1,301,065 

(1,309,370) 

△0.6 

(0.2) 

1,284,391 

(1,292,635) 

△0.6 

(△0.1) 

94.7 

(93.3) 

0 

(0) 

県 計 
2,370,954 

(2,349,258) 

0.9 

(△0.8) 

2,312,541 

(2,291,221) 

0.9 

(△1.0) 

89.9 

(89.0) 

1 

(0) 

（ ）内の数値は、平成 23 年度普通会計決算の数値 
【歳入】  

・ 地方税、地方特例交付金等が減少したものの、緊急防災・減災事業債等の地
方債、諸収入が増加したため、歳入全体としては増加。 

【歳出】 
・ 義務的経費は、扶助費が増加したものの、人件費や公債費が減少したため、

減少。 
・ 投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費）は増加。その結果、歳出全

体としては増加。 
【経常収支比率】 

・ 県平均（単純平均）は、0.8 ポイント増の 89.7％。 
100％以上の団体は、1 団体(前年度なし)。 

 
 団体名 経常収支比率 摘                 要 

大任町 100.9 公債費の増（元利償還金の増） 

平成平成平成平成 2222４４４４年度福岡県市町村普通会計決算年度福岡県市町村普通会計決算年度福岡県市町村普通会計決算年度福岡県市町村普通会計決算    

及及及及びびびび健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等のののの概要概要概要概要（（（（速報速報速報速報））））    

（（（（    政令市政令市政令市政令市をををを除除除除くくくく    ））））    
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３３３３    健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等のののの状況状況状況状況    
 
○ 実質赤字比率  

・ 実質赤字額が生じた市町村はない。 

 
○ 連結実質赤字比率 

・ 連結実質赤字額が生じた市町村はない。 

 
○ 実質公債費比率 

・ 実質公債費比率（単純平均）は、前年度から 0.9 ポイント減の 9.7％。 
・ 地方債の発行に際して許可が必要となる 18％以上となったのは粕屋町のみ。 
・ 実質公債費比率の早期健全化基準は 25％、財政再生基準は 35％。 

 
 
 
 
 

○ 将来負担比率 
・ 将来負担比率(単純平均)は、前年度から 7.0 ポイント減の 28.3％。 
・ 将来負担比率の早期健全化基準は 350％。 

 
○ 資金不足比率 
・ 公営企業に係る資金不足額が生じた事業数は前年度と同様の１事業で、小竹

町の病院事業。医師不足に伴う患者数の減少等によって収益が悪化したことが
主な要因。 

 

 

 

 

団体名 実質公債費比率 摘                 要 

粕屋町 18.3 生涯学習ｾﾝﾀｰ建設、下水道事業等に係る公債費負担 

団体名 事業名 資金不足額 資金不足比率 経営健全化基準 

小竹町 病院    104.2 15.3 20.0 

（単位：百万円、％） 

（単位：％） 
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平平平平成成成成２４２４２４２４年度県内市町村普通会計決算及年度県内市町村普通会計決算及年度県内市町村普通会計決算及年度県内市町村普通会計決算及びびびび    
健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率のののの概要概要概要概要（（（（速報速報速報速報））））    

((((政令市政令市政令市政令市をををを除除除除くくくく))))    

 

１１１１    決算規模決算規模決算規模決算規模（（（（表表表表１１１１参照参照参照参照））））    

県内市町村(政令市を除く５８市町村)の平成２４年度普通会計決算は、歳入総額が 

 １兆６９９億円、歳出総額が１兆２８１億円となり、前年度と比較して、歳入が＋３００億円

(＋２．９％)、歳出が＋２９６億円(＋３．０％)増加した。 

歳入については、地方債、諸収入が増加したこと、歳出については、普通建設事業費

等が増加したことが、主な原因となっている。 

 

２２２２    決算収支決算収支決算収支決算収支（（（（表表表表１１１１・・・・表表表表２２２２参照参照参照参照））））    

 (１) 平成２４年度における歳入歳出差引額(形式収支)は、４１７億円の黒字である。 

 (２) 上記の形式収支から、明許繰越等のため翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質

収支は、３１５億円の黒字である。なお、実質収支が赤字の市町村はない。 

 

３３３３    歳入歳入歳入歳入のののの状況状況状況状況（（（（表表表表３３３３参照参照参照参照））））    

   平成２４年度の歳入総額は１兆６９９億円で、地方税(△２０億円、△０．７％)、地方特例

交付金等(△２５億円、△６７．１％)が減少したものの、地方債（＋１６５億円、＋１９．

７％）、諸収入（＋１２９億円、＋３５．９％）が増加したこと等により、前年度 (１兆３９９億

円)と比較して、＋３００億円(＋２．９％)増加した。 

   なお、使途が特定されず、どの経費にも自由に充てることができる一般財源は前年度

と比較して、△３６億円（△０．６％）減少し、歳入全体に占める構成比も５６．０％となり、

前年度の５８．０％から２．０ポイント低下した。 

   主な歳入の状況は次のとおり。 

（１） 地方税は、市町村民税の所得割が＋４４億円(＋４．５％)の増となったが、地価の

下落や家屋の評価替えに伴い、固定資産税の土地分が△９億円(△１．９％)の減、家

屋分が△５７億円(△８．８％)の減となったこと等により、前年度と比較して△２０億円

(△０．７％)減少した。 



（２） 地方特例交付金等は、児童手当及び子ども手当特例交付金及び減収補填特例交

付金(自動車取得税交付金分)が廃止されたことにより、前年度と比較して△２５億円

(△６７．１％)減少した。 

（３） 地方交付税は、普通交付税が△１３億円(△０．５％)の減となる一方で、災害関係

経費等の伸びに伴い、特別交付税が＋２２億円(＋６．４％)の増となったことにより、

前年度と比較して＋９億円(＋０．３％)増加した。 

（４） 国庫支出金については、障害者自立支援給付費等負担金（＋３９億円、＋２４．

３％）等は増加しているが、それを上回る額の子どものための金銭の給付交付金(△

５８億円、△１５．１％）等が減となったことにより、前年度と比較して△１７億円（△１．

１％）減少した。 

 (５) 地方債については、災害復旧事業債が＋１４億円（＋４８２．０％）の増、緊急防災・

減災事業債が＋８０億円（＋１，９４７．０％）の増、旧合併特例事業債が＋５３億円

（＋３５．７％）の増となったこと等により、前年度と比較して＋１６５億円(＋１９．７％)

増加した。 

  (６) 諸収入は、福岡県市町村災害共済基金組合の解散に伴う財産処分による配分金

があったこと等により、前年度と比較して＋１２９億円(＋３５．９％)増加した。 

 

４４４４    歳出歳出歳出歳出のののの状況状況状況状況（（（（表表表表４４４４参照参照参照参照））））    

平成２４年度の歳出決算額は１兆２８１億円で、義務的経費である人件費（△４６億円、

△３．０％）等が減少したものの、普通建設事業費（＋１８０億円、＋１６．９％)や災害復

旧事業費（＋８５億円、＋４７７．０％）といった投資的経費が増加したことにより、前年度

(９，９８６億円)と比較して、＋２９６億円(＋３．０％)増加した。 

性質別に見た歳出の状況は次のとおりである。 

 (１) 義務的経費（人件費、扶助費及び公債費） 

    扶助費が増となったものの、人件費及び公債費が減となったことにより、前年度と比

較して△１５億円(△０．３％)減少した。 

人件費は、職員数の削減等により△４６億円(△３．０％)減少した。  

    扶助費は、社会福祉費等の増により、＋４０億円（＋１．７％）増加した。 

公債費は、地域総合整備事業債等に係る元利償還金が減となったこと等により、△９

億円(△０．７％)減少した。 

 (２) 投資的経費（普通建設事業費、失業対策事業費及び災害復旧事業費） 

失業対策事業費が減となったものの、普通建設事業費及び災害復旧事業費が増加

したことにより、前年度と比較して＋２６４億円（＋２４．４％）増加した。 

普通建設事業費は、市営団地整備事業や保育所等助成・整備事業等の拡大により



補助事業費が＋１２５億円（＋３０．３％）、拠点避難地整備事業、小中学校給食施設整

備事業等の拡大により単独事業費が＋５７億円(＋９．５％)とそれぞれ増加しており、普

通建設事業費全体としては＋１８０億円(＋１６．９％)増加した。 

    失業対策事業費は、前年度と比較して△０．１億円（△４３．５％）減少した。 

災害復旧事業費は、豪雨災害の発生に伴い、前年度と比較して＋８５億円（＋４７７．

０％）増加した。 

 (３) その他の経費（物件費、補助費等、積立金、繰出金及びその他） 

     物件費は、委託料の減等により、前年度と比較して△５億円(△０．４％)減少した。 

     補助費等は、生活保護返還金等の増により、前年度と比較して＋１５億円(＋１．

５％)増加した。 

     積立金は、前年度と比較して＋２７億円(＋８．３％)増加した。 

     繰出金は、国民健康保険事業会計(事業勘定)への繰出額が△８億円(△３．２％)の

減となったものの、後期高齢者医療事業会計への繰出額が＋１７億円(＋４．９％)の増、

介護保険事業会計（保険事業勘定）への繰出額が＋１０億円(＋３．７％)の増となったこ

と等により、前年度と比較して＋２７億円(＋２．７％)増加した。 

 

５５５５    経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの状況状況状況状況（（（（表表表表５５５５－－－－１１１１、、、、表表表表５５５５－－－－２２２２参照参照参照参照））））    

経常収支比率は、経常的な経費に充てる一般財源に経常一般財源がどの程度充当

されたかによって財政構造の弾力性を判断する指標である。 

この比率が１００％を超えると、人件費、扶助費、公債費を中心とする経常的経費に充

てる一般財源が地方税や普通交付税などの毎年度収入することが見込まれる使途が限

定されない経常一般財源だけでは賄えなくなり、臨時的な歳出に対して、弾力的に対応

できなくなる。 

平成２４年度の経常収支比率（単純平均）は、８９．７％で、前年度(８８．９％)と比べて

０．８ポイント増加したが、これは、分子である人件費、物件費等の経常的経費に充てた

一般財源が△１１億円（△０．２％）減となったが、分母である普通交付税、地方特例交

付金等の経常一般財源等についても△５６億円（△０．９％）減少したためである。 

経常収支比率が１００％以上の市町村は、１団体(前年度なし)である。 

 

 

 

団体名 経常収支比率 摘                 要 

大任町 100.9 公債費の増（元利償還金の増） 



６６６６    健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率のののの状況状況状況状況    

平成１９年６月に公布された財政健全化法においては、地方公共団体の財政の健全

性に関する比率として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来

負担比率の４つの財政指標が健全化判断比率として定められている。 

   これらの比率については、議会に報告し、公表することが義務付けられており、また、

健全化判断比率のいずれかが悪化し、早期健全化基準以上である場合には、財政健全

化計画を議会の議決を経て策定し、公表すること等が義務付けられている。 

  平成２４年度決算に基づく健全化判断比率（速報値）の状況は、次のとおりである。 

   

（１） 実質赤字比率 

    実質赤字比率は、一般会計等における歳出に対する歳入の不足額（実質赤字額）を

地方公共団体の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したものであ

る。 

     この比率が高くなる場合、その年度における歳入の、歳出に対する実質的な不足額

が増大し、歳入と歳出の不均衡が拡大していることになる。その解消には、従来より多

くの歳出削減策や歳入増加策が必要となるため、赤字の解消期間も長期間にわたる可

能性が高くなり、その団体の財政運営は困難な事態に陥る。 

     実質赤字額が生じた県内市町村はない。 

 

（２） 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、地方公共団体のすべての会計の赤字額と黒字額を合算して

算出された連結実質赤字額を、標準財政規模で除したものである。 

     一般会計等が黒字であるにも関わらず、この比率が高くなっている場合、その団体

の会計のうち一部の会計において赤字額が増大しており、その団体全体の財政運営に

おいて問題が生じていることを示している。 

     連結実質赤字額が生じた県内市町村はない。 

 

（３） 実質公債費比率 

     実質公債費比率は、地方公共団体の一般会計等の支出のうち、義務的経費である

公債費（地方債の元利償還金）や公債費に準じた経費（準元利償還金）を、標準財政規

模を基本とした額で除したものの３ヶ年の平均値である。 

     公債費や公債費に準じた経費は、削減したり、先送りしたりすることができないもので

あり、一度増大すると短期間で削減することは困難となる。実質公債費比率が高まると

財政の弾力性が低下し、他の経費を節減しないと収支が悪化し、赤字団体となる可能



性が高まることとなる。 

     県内市町村の実質公債費比率の平均（単純平均）は、既発債の償還終了などにより

実質的な公債費負担額が減少したこと等により、前年度から０．９ポイント減の９．７％

である。また、地方債の発行に際して許可が必要となる１８％以上となったのは、粕屋

町（１８．３％）のみである。 

 

（４） 将来負担比率 

     将来負担比率は、地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになってい

る実質的な負債に当たる額（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還

に充てることができる基金等を控除の上、標準財政規模を基本とした額で除したもので

ある。 

     将来負担額は、地方公共団体が発行した地方債残高のうち一般会計等が負担する

ことになるものに限らず、土地開発公社や損失補償を付した第三セクターの負債等も含

め、決算年度末時点において想定される地方公共団体の将来負担を把握するもので

ある。 

     将来負担比率が高いほど、当該団体の一般財源規模に比べ将来負担額が大きいと

いうことであり、今後実質公債費比率の増大等により財政運営が圧迫されるなど、問題

が生じる可能性が高くなる。 

     県内市町村の将来負担比率の平均(単純平均)は、地方債現在高の減少や基金残高

の増加などにより実質的な将来負担額が減少したこと等により、前年度から７．０ポイン

ト減の２８．３％である。 

 

７７７７    そのそのそのその他他他他    

 (１) 地方債現在高の状況（表６参照） 

平成２４年度末の地方債現在高は９，５９３億円（うち臨時財政対策債３，６１６億円）

となった。臨時財政対策債及び旧合併特例事業債等は増加しているが、全体的には減

少しており、前年度末と比較して、△４２億円(△０．４％)減少した。 

なお、臨時財政対策債の増加額は、＋２７７億円(＋８．３％)である。 

 

 (２) 積立金現在高の状況（表７参照） 

平成２４年度末の積立金の現在高は、３，９７４億円となり、前年度末と比較して＋２

６５億円(＋７．１％)増加した。 

     基金別にみると、財政調整基金の現在高は１，５３４億円(＋１７０億円、＋１２．４％)、

減債基金の現在高は４７９億円(＋２１億円、＋４．６％)、その他特定目的基金の現在



高は１，９６１億円(＋７４億円、＋３．９％)といずれも増加した。 

 

８８８８    まとめまとめまとめまとめ    

平成２４年度の県内市町村（政令指定都市を除く）の決算は、歳入、歳出ともに平成２２

年度以来２年ぶりに増加し、経常収支比率は平成２３年度に引き続きに悪化した。 

実質収支が赤字である市町村はないが、２５市町において経常収支比率が９０％を超え、

そのうち１町において１００％を越えており、依然として財政構造は硬直化し、弾力性に乏し

い財政状況にあると言える。 

一方、急速に進展する少子化・高齢化をはじめとする社会経済の変化に伴って、行政ニ

ーズはますます多様化していくものと予想される。 

市町村においては、多様化する行政ニーズに柔軟に対応していくため、滞納整理や新た

な財源の発掘による歳入の確保、事務事業の見直しや組織の簡素効率化による歳出の削

減等により、中・長期的視点に立った計画的な財政運営を行うことが求められる。 



※　単位が百万円の表については、千円単位の数値を基礎としているため、表内の計算が合わない

  箇所がある。

表表表表１１１１　　　　決算収支決算収支決算収支決算収支のののの状況状況状況状況 （単位：百万円、％）

区　　分

A B C=A-B C/B*100

歳入決算額

歳出決算額

歳入歳出差引額

翌年度繰越財源

実質収支

単年度収支

表表表表２２２２　　　　赤字市町村赤字市町村赤字市町村赤字市町村のののの推移推移推移推移

平成２４年度

0

0

0

219 13 8

0

1 1 0 0

0 0 0

平成２２年度 平成２３年度

1 1 0 0

△ 8.2

△ 200.1

区　　分

全　　国

計

町　　村

市

平成２０年度 平成２１年度

34,355

2.9

3.0

1.1

46.7

2,801

30,001

29,564

438

3,243

△ 2,805

△ 5,606

1,039,888

998,586

41,302

6,946

27,064

7,323

19,742

△ 2,326

14,675

2,867

11,808

△ 479

41,739

10,189

31,550

△ 2,805

市 町　村

1,069,889

1,028,150

799,343

772,278

270,546

255,871

＜資料＞　政令指定都市を除く５８市町村の計数

平成２３年度平成２４年度 増　減　額 増　減　率



表３　　歳入の状況      (単位：百万円、％）

 増減額 増減率

  構成比   構成比   

地　方　税 284,953 26.6 286,906 27.6 △ 1,953 △ 0.7

各種交付金 28,627 2.7 28,084 2.7 543 1.9

うち地方消費税交付金 23,387 2.2 23,532 2.3 △ 145 △ 0.6

地方特例交付金等 1,234 0.1 3,749 0.4 △ 2,515 △ 67.1

地方交付税 274,697 25.7 273,800 26.3 897 0.3

国庫支出金 156,124 14.6 157,795 15.2 △ 1,671 △ 1.1

うち普通建設事業費支出金 10,420 1.0 7,867 0.8 2,553 32.5

都道府県支出金 68,297 6.4 65,973 6.3 2,324 3.5

繰　入　金 14,630 1.4 12,682 1.2 1,948 15.4

地　方　債 100,249 9.4 83,782 8.1 16,467 19.7

うち臨時財政対策債 45,491 4.3 45,667 4.4 △ 176 △ 0.4

その他(地方譲与税を含む) 141,078 13.1 127,117 12.2 13,961 11.0

うち地方譲与税 9,498 0.9 10,084 1.0 △ 586 △ 5.8

うち諸収入 48,836 4.6 35,930 3.5 12,906 35.9

 歳　入　合　計 1,069,889 100.0 1,039,888 100.0 30,001 2.9

　 うち一般財源 599,009 56.0 602,623 58.0 △ 3,614 △ 0.6
※数値は端数調整を行っているため、一致しない場合があります。

　　　　     平成２４年度 平成２３年度

歳入の状況

 歳入総額

１兆６９９億円

地方税
２，８５０億円
（２６．６％）

各種交付金
２８６億円
（２．７％）

地方特例交付金等
１２億円
(０．１％）

地方交付税
２，７４７億円
（２５．７％）

県支出金
６８３億円

（６．４％）

繰入金
１４６億円
（１．４％）

地方債
１，００３億円
（９．４％）

その他
１，４１１億円
（１３．1％）

    うち一般財源

   ５，９９０億円

      （５６．０％）

国庫支出金
１，５６１億円
（１４．６％）



表４　　歳出の状況      (単位：百万円、％）

 増減額 増減率

  構成比   構成比   

義務的経費 503,763 49.0 505,214 50.6 △ 1,451 △ 0.3

　人　件　費 148,688 14.5 153,257 15.3 △ 4,569 △ 3.0

　扶　助　費 235,494 22.9 231,519 23.2 3,975 1.7

　公　債　費 119,581 11.6 120,438 12.1 △ 857 △ 0.7

投資的経費 134,686 13.1 108,239 10.8 26,447 24.4

　普通建設事業費 124,443 12.1 106,443 10.6 18,000 16.9

うち補助事業費 53,895 5.2 41,357 4.1 12,538 30.3

うち単独事業費 65,999 6.4 60,290 6.0 5,709 9.5

　失業対策事業費 13 0.0 23 0.0 △ 10 △ 43.5

　災害復旧事業費 10,230 1.0 1,773 0.2 8,457 477.0

その他の経費 389,701 37.9 385,133 38.6 4,568 1.2

うち物件費 124,807 12.1 125,265 12.5 △ 458 △ 0.4

うち補助費等 103,935 10.1 102,406 10.3 1,529 1.5

うち積立金 34,977 3.4 32,300 3.2 2,677 8.3

うち繰出金 102,701 10.0 100,029 10.0 2,672 2.7

歳  出  合  計 1,028,150 100.0 998,586 100.0 29,564 3.0

※数値は端数調整を行っているため、一致しない場合があります。

　　　　     平成２４年度 平成２３年度

歳出の状況

 歳出総額

  １兆２８１億円

人件費
１，４８７億円
（１４．５％）

扶助費
２，３５５億円
（２２．９％）

公債費
１，１９６億円
（１１．６％）

普通建設事業費
１，２４４億円
（１２．１％）

物件費
１，２４８億円

（１２．１％）

補助費等
１，０３９億円
（１０．１％）

積立金
３５０億円
（３．４％）

その他
２３３億円
（２．３％）

災害復旧事業費・
失業対策事業費
１０２億円

（１．０％）

繰出金
１，０２７億円
（１０．０％）



                  

 

表表表表５５５５－－－－１１１１    経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの状況状況状況状況                   （単位：％） 

 区  分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

本県平均 ９３．８ ９２．０ ８７．７ ８８．９ ８９．７ 

全国平均 

(政令市を含む) 
８８．６ ８８．５ ８５．０ ８７．０ － 

  ※ 本県市町村分は政令市を除く市町村の単純平均。全国市町村分は政令市を含む単純平均。 

 

表表表表５５５５－－－－２２２２    経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの段階別市町村数段階別市町村数段階別市町村数段階別市町村数 

区 分 
７０％ 

未 満 

７０％以上 

８０％未満 

８０％以上 

９０％未満 

９０％以上 

１００％未満 

１００％ 

以  上 
計 

市 ０    ０ １４ １２ ０ ２６ 

町 村 ０     １ １８    １２ １ ３２ 

計 ０    １ ３２ ２４ １ ５８ 

 

 

表表表表６６６６    地方債年度末現在高地方債年度末現在高地方債年度末現在高地方債年度末現在高のののの状況状況状況状況            （単位：百万円、％） 

区  分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

市町村計 1,006,857 989,289 984,091 963,440 959,273 

増 減 率 △３．３ △１．７ △０．５ △２．１ △０．４ 

 

 

表表表表７７７７    積立金現在高積立金現在高積立金現在高積立金現在高のののの状況状況状況状況               （単位：百万円、％） 

区  分 財政調整基金 減債基金 特定目的基金 合  計 

平成２４年度末 153,377 47,932 196,116 397,426 

平成２３年度末 136,404 45,824 188,698 370,925 

増 減 額     16,974     2,108   7,418  26,500 

増 減 率 １２．４ ４．６ ３．９ ７．１ 

※ 数値は端数調整を行っているため、一致しない場合があります。 



（注）本県市町村分は政令市を除く市町村の単純平均。全国市町村分は政令市を含む単純平均。

（注）・本県市町村分は政令市を除く市町村の単純平均。全国市町村分は政令市を含む単純平均。
　　　・平成１６年度までは起債制限比率。平成１７年度からは実質公債費比率。　　
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経常収支比率が１００％を超えた市町村の推移

年度 昭和５０ 昭和５１ 昭和５２ 昭和５３ 昭和５４ 昭和５５ 昭和５６ 昭和５７ 昭和５８ 昭和５９ 昭和６２ 昭和６３ 平成１０ 平成１４ 平成１５ 平成１６ 平成１７ 平成１８ 平成１９ 平成２０ 平成２１ 平成２２ 平成２３ 平成２４

 飯塚市
(105.7%)

 中間市
(103.6%)

 芦屋町
(106.3%)

 芦屋町
(103.3%)

 金田町
(102.8%)

 香春町
(101.4%)

 金田町
(112.4%)

 甘木市
(101.1%)

 直方市
(102.9%)

 頴田町
(100.7%)

 大任町
(102.3%)

 赤池町
(102.0%)

 芦屋町
(105.8%)

 芦屋町
(100.9%)

 山田市
(107.6%)

 山田市
(112.1%)

 飯塚市
(101.8%)

大牟田市
(101.5%)

直方市
(103.7%)

直方市
(101.1%)

宮若市
(103.2%)

 大任町
(100.9%)

 柳川市
(103.8%)

 芦屋町
(118.7%)

 碓井町
(103.8%)

 碓井町
(102.8%)

 赤池町
(115.0%)

 金田町
(119.6%)

 赤池町
(104.8%)

 大任町
(100.7%)

 赤池町
(102.9%)

 稲築町
(103.0%)

 芦屋町
(105.8%)

 芦屋町
(106.5%)

 宮若市
(104.7%)

 中間市
(102.2%)

 飯塚市
(101.1%)

 飯塚市
(101.4%)

 嘉麻市
(101.1%)

 山田市
(102.2%)

 碓井町
(101.6%)

 赤池町
(104.9%)

 方城町
(101.5%)

 赤池町
(112.4%)

 方城町
(107.5%)

 大任町
(109.8%)

 頴田町
(100.8%)

 稲築町
(103.9%)

 桂川町
(100.4%)

 嘉麻市
(111.3%)

太宰府市
(100.9%)

春日市
(101.2%)

田川市
(101.7%)

大任町
(101.1%)

 大川市
(100.1%)

 方城町
(101.3%)

 方城町
(113.8%)

 大任町
(104.2%)

 添田町
(100.0%)

 頴田町
(102.7%)

 稲築町
(112.0%)

 芦屋町
(105.6%)

 嘉麻市
(105.9%)

 嘉麻市
(101.2%)

春日市
(101.1%)

 行橋市
(109.0%)

 犀川町
(100.1%)

 桂川町
(102.2%)

 碓井町
(108.0%)

 東峰村
(102.8%)

 小竹町
(100.2%)

 芦屋町
(103.5%)

 添田町
(102.9%)

 中間市
(117.5%)

 添田町
(101.9%)

 筑穂町
(109.1%)

 上陽町
(101.1%)

 桂川町
(101.1%)

 桂川町
(102.1%)

 糸田町
(100.8%)

 芦屋町
(132.4%)

小石原村
(101.3%)

 穂波町
(100.7%)

 添田町
(105.9%)

 東峰村
(101.7%)

 東峰村
(100.2%)

川崎町
(100.2%)

 水巻町
(100.3%)

宝珠山村
(100.4%)

 庄内町
(105.9%)

 糸田町
(100.7%)

 添田町
(104.5%)

 矢部村
(100.2%)

 大任町
(100.9%)

 碓井町
(118.3%)

 頴田町
(105.7%)

 大任町
(101.7%)

 福智町
(100.7%)

 添田町
(109.3%)

 福智町
(100.0%)

 香春町
(111.5%)

 東峰村
(104.6%)

 福智町
(101.5%)

みやこ町
(103.1%)

 糸田町
(103.8%)

 金田町
(106.6%)

 添田町
(106.3%)

みやこ町
(103.2%)

 築上町
(105.0%)

川崎町
(100.8%)

 糸田町
(102.3%)

 糸田町
(101.8%)

 大任町
(101.0%)

 川崎町
(100.5%)

 方城町
(102.5%)

 福智町
(104.0%)

 赤池町
(114.3%)

 豊津町
(101.0%)

みやこ町
(100.3%)

 方城町
(125.4%)

 築城町
(105.6%)

 築上町
(102.6%)

 大任町
(112.2%)

 赤  村
(104.8%)

 犀川町
(119.1%)

※芦屋町は、公営競技施行団体であるため、経常収支比率上は特異な数値を示す。

市

町

村

名

該
当
な
し

該
当
な
し



S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

9 12 13 10 10 13 13 13 8 8 7 7 4 3 3 3 3 3 4 3 2 1 2 2 2 1 1 1 1 1 1 0 0 0

数 6 8 10 9 9 11 11 11 7 7 6 6 4 3 3 3 3 3 4 3 2 1 2 2 2 1 1 1 1 1 1 0 0 0

大牟田市 大牟田市 大牟田市

直方市

山田市

中間市

宮田町 宮田町

若宮町 若宮町

頴田町

再建

香春町

再建

金田町

糸田町

川崎町

再 建

赤池町

再 建

方城町

大任町

（注）「赤字団体」とは当該年度の実質収支が赤字のもの。「再建」は当該団体が準用再建団体であった時期を示す。

福岡県内福岡県内福岡県内福岡県内のののの市町村市町村市町村市町村におけるにおけるにおけるにおける赤字団体赤字団体赤字団体赤字団体のののの状況状況状況状況

年　度

団体数

 
団
体
名

 
赤
字
団
体
の
う
ち
産
炭
地
市
町
村







財 政 用 語 解 説

用 語 見 方 算 式

実質収支 決算収支を表わすもので、実質的な黒字、赤字の額を示す。 (歳入－歳出)－翌年度へ繰越すべき財

一定の黒字を出すことが財政運営の基本であり、後年度の財源 源

調整の範囲内の適度な剰余が望ましいとされる。

単 年 度 実質収支が、前年度以前からの収支の累積であるのに対し、単 当該年度実質収支－前年度実質収支

収 支 年度収支は、当該年度と前年度の実質収支の差額。

黒字であれば、その分新たな剰余が発生、又は赤字が縮小した

ことになる。

標準財政 当該団体の一般財源の標準規模を示した額であり、当該地方公 ｛（基準財政収入額－市町村民税所得

規 模 共団体の普通交付税算定における標準税収入額と譲与税等に普通 割の税源移譲相当額の２５％－各種譲

交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加算した額。 与税－交通安全対策特別交付金)×１

００／７５＋各種譲与税＋交通安全対

策特別交付金}＋普通交付税＋臨時財

政対策債発行可能額

財 政 力 当該団体の財政力を表わす指標で、｢１｣に近く、さらに｢１｣を 基準財政収入額／基準財政需要額

指 数 超えるほど財源に余裕があるとされる。 の３カ年の数値の平均

経常収支 財政構造の弾力性を測定する指標で、人件費、扶助費、公債費 ｛経常経費充当の一般財源の額／（経

比 率 等の経常的な経費に充てる一般財源と、地方税、普通交付税、地 常一般財源の総額＋減収補てん債特例

方譲与税等の経常一般財源との比率。 分＋臨時財政対策債）｝×１００（％）

この比率が低いほど、普通建設事業費等の臨時的経費に充当で

きる一般財源に余裕があり、財政構造が弾力性に富んでいること

になる。

用 語 内 容

普通会計 地方自治法等の法律によって規定されているものではなく、地方財政統計上統一的に用いられる会計

区分であり、一般会計と、公営事業会計以外の特別会計を総合して一つの会計としてまとめたもの。

一般財源 一般財源とは、使途が特定されずどのような経費にも使用できるものをいい、特定財源とは使途が特

と 定されるものをいう。

特定財源 一般財源が多いほど行政運営の自主性が確保され、地域の実態に即応した行政の展開が可能となる。

前者は、地方税、地方譲与税、地方交付税などが代表的であり、後者は、国庫(県)支出金、地方債、

分担金及び負担金などが代表的である。

自主財源 自主財源とは、自主的に収入しうる財源をいい、依存財源とは、国(県)の決定により交付されたり、

と 割り当てられたりする収入をいう。

依存財源 自主財源が多いほど、行政活動の自主性と安定性が確保される。

前者は、地方税、分担金及び負担金、使用料などが代表的であり、後者は、地方交付税、国庫(県)支

出金、地方債などが代表的である。

義務的経費 歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に削減することが困難な経費をいい、極めて硬直性の高い

経費である。

通常、人件費、扶助費、公債費の総体をいう。

投資的経費 歳出のうち、その支出の効果が資本形成に向けられるものをいう。

通常、普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費の総体をいう。

臨時財政 地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第５条の特例

対 策 債 として認められた地方債をいい、地方財政法第３３条の５の２の規定に基づき、平成１３年度から平成

２５年度までの間に限り、発行される。

地方交付税制度を通じて標準的に保障されるべき地方一般財源の規模を示す各地方公共団体の基準財

政需要額を基本に、団体ごとの発行可能額が算定される。



①①①①　　　　実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率

一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとした実質赤字額実質赤字額実質赤字額実質赤字額のののの標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模にににに対対対対するするするする比率比率比率比率

算出方法

【基準】

　早期健全化基準　標準財政規模に応じ１１．２５～１５％

　財政再生基準　２０％

②②②②　　　　連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率

全会計全会計全会計全会計をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとした実質赤字額又実質赤字額又実質赤字額又実質赤字額又はははは資金資金資金資金のののの不足額不足額不足額不足額のののの標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模にににに対対対対するするするする比率比率比率比率

算出方法

【基準】

　早期健全化基準　標準財政規模に応じ１６．２５～２０％

　財政再生基準　３０％

③③③③　　　　実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等がががが負担負担負担負担するするするする元利償還金及元利償還金及元利償還金及元利償還金及びびびび準元利償還金準元利償還金準元利償還金準元利償還金のののの標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模をををを基本基本基本基本としたとしたとしたとした額額額額にににに対対対対するするするする比率比率比率比率

算出方法

【基準】

　早期健全化基準　２５％

　財政再生基準　３５％

※　準元利償還金　

　　　一般会計等から他会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたもの、一部事務組合への

　　負担金のうち組合が起こした地方債の償還に充てたものなど、公債費に準じた経費

④④④④　　　　将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率

一般会計等一般会計等一般会計等一般会計等がががが将来負担将来負担将来負担将来負担すべきすべきすべきすべき実質的実質的実質的実質的なななな負債負債負債負債のののの標準財政規模標準財政規模標準財政規模標準財政規模をををを基本基本基本基本としたとしたとしたとした額額額額にににに対対対対するするするする比率比率比率比率

算出方法

【基準】

　早期健全化基準　３５０％(政令市は４００％）

※　将来負担額
　　　地方債残高、債務負担行為に基づく支出予定額、退職手当支給予定額など、一般会計等が
　　将来負担すべき実質的な負債

⑤⑤⑤⑤　　　　資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

公営企業会計公営企業会計公営企業会計公営企業会計ごとのごとのごとのごとの資金資金資金資金のののの不足額不足額不足額不足額のののの事業事業事業事業のののの規模規模規模規模にににに対対対対するするするする比率比率比率比率

算出方法

【基準】

　経営健全化基準　２０％

平成平成平成平成２４２４２４２４年度決算年度決算年度決算年度決算にににに基基基基づくづくづくづく健全化判断比率及健全化判断比率及健全化判断比率及健全化判断比率及びびびび資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

参参参参　　　　考考考考

　（地方債の元利償還金＋準元利償還金）

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結（一般会計等＋公営事業会計(公営企業会計を含む)）実質赤字額

標準財政規模

事業の規模

　　　　　　　　　　＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

　　　－(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

　将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額

資金の不足額


